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建設工事における安全衛生経費の確保に関する実務者検討会

■

設置趣旨

構成員

検討内容（主なもの）
〇下請まで確実に支払われるような実効性のある施策
〇安全衛生経費の範囲
〇民間発注者等の理解を得るための方策 等

「建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律」
（平成28年法律第111号）に基づく基本計画に記載された施策※

を検討するため設置。

※安全衛生経費が下請負人まで確実に支払われるような実効性のある施策

平
成
30
年
6
月
7
日

第
1
回
検
討
会

（令和4年6月27日現在）

大幢 勝利 独立行政法人労働者健康安全機構

労働安全衛生総合研究所 研究推進・国際センター長

蟹澤 宏剛 芝浦工業大学建築学部建築学科 教授

城戸 尚治 城戸産業医事務所 代表

■学識経験者

◎

■関係団体

検討経緯

平成30年6月7日第1回 検討会
・検討会の設置、検討にあたっての論点

平成30年8月27日 第２回 検討会
・今後の検討の進め方（案）、実態把握調査計画（案）

平成31年1月31日 第３回 検討会
・検討の進め方、実態把握調査計画（確定）、関係施策のレビュー

平成31年3月～令和元年5月 元請・下請向け実態把握調査

令和元年6月24日 第４回 検討会
・元請・下請向け実態調査結果（速報）、今後の進め方

令和元年10月7日 第５回 検討会
・発注者向け実態調査結果（速報）、個人向けｱﾝｹｰﾄ結果(速報)、施策(案) 

令和元年12月9日 第６回 検討会
・安全衛生経費の適切な支払いに向けて（提言）（案）について

令和4年6月27日 第７回 検討会
・安全衛生経費の適切な支払いに向けて（提言） とりまとめ

◎：座長

本山 謙治 建設業労働災害防止協会 技術管理部長

細谷 浩昭 建設労務安全研究会 理事長

田久 悟 全国建設労働組合総連合 労働対策部長

水野 龍平 日本建設産業職員労働組合協議会政策企画局

藤井 覚 （一社） 日本建設業連合会安全委員会 安全対策部会専門委員

最川 隆由 （一社）全国建設業協会 労働問題専門委員会委員

山谷 朋彦 （一社）全国中小建設業協会 理事

鈴木 央 （一社）日本建設躯体工事業団体連合会 東京建設躯体工業協同組合 副理事長

関根 健太郎 （一社）日本建設躯体工事業団体連合会 東京建設躯体工業協同組合 常任理事

東尾 正 全国仮設安全事業協同組合 専務理事

小岸 昭義 （株）ＯＧＩＳＨＩ 代表取締役

【R４年度～】
提言で取りまとめられた安全衛生経費の適切な支払いのための

実効性ある施策を推進
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建設工事における安全衛生経費の適切な支払いに向けて（提言） 概要

「人材」で成り立つ建設業において、建設工事従事者の安全及び健康の確保は、建設工事の大前提であり、最優先事項で
あるとの認識のもと、建設工事における安全衛生経費の適切な支払いのための施策の具体化や継続的な進化に取り組む。

①安全衛生経費の「見える化」

②安全衛生経費に関する意識改革

③安全衛生経費の適切な支払いに向けた取組のフォローアップ・進化

（令和４年６月）

<基本的な考え方>

<安全衛生経費の適切な支払いのための実効性ある施策>

○安全衛生経費の実態に関するフォローアップ調査

○人材の育成

○各主体がまとめたガイドブック、事例等をホームページで一元化

○建設業法第19条の３の徹底

○適切な安全衛生経費の確保のためのリーフレットの充実

○インターネットやソーシャルメディアでの情報発信

○安全衛生経費の確保に関するポスターの作成・配布

○全国安全週間などでの集中的な広報

○発注者向けのリーフレットの作成

○一人親方向けのリーフレットの作成

○元下間における安全衛生対策の認識のズレの解消や安
全衛生意識の共有を図るため、建設工事の工種毎に安
全衛生対策項目の確認表を作成し、その普及を図る

○下請企業が元請企業（直近上位の注文者）に対して提出
する見積書について、従来の総額によるものではなく、その
中に含まれる安全衛生経費を内訳として明示するための
「標準見積書」を作成し、その普及を図る

WGを設置し、具体的に検討(令和４年～）

(1) 「安全衛生対策項目の確認表」と安全衛生経費の
内訳明示のための「標準見積書」の作成・普及

(2) 安全衛生経費の重要性・必要性に関する戦略的広報

( 3 ) 施 策 を 体 系 的 に 進 め る た め の 仕 組 み 構 築
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今後の進め方について

○ 提言を踏まえ、安全衛生経費の適切な支払いのための実効性ある施策として以下の取組みを
進めていく。

確認表の作成
○ 「安全衛生対策項目の確認表」を作成するため、元請や下請企業の

実務者等による検討の場を設置

＜第一ステップ（令和4年度～）＞

実務者検討会 〇安全衛生経費の適切な支払いのための施策をとりまとめ（提言）

確認表の普及
○ 確認表の普及に向けた広報活動
○ 各専門工事業団体における確認表の作成・普及のための取組

＜第二ステップ（令和5年度～）＞

安衛経費内訳明示のための「標準見積書」の作成・普及

広報・仕組 〇広報ツール作成、情報発信、実態調査、人材育成、建業法の徹底等

＜上記の取組に合わせて実施＞
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